















































































































































































































　このとき，ブルジョワは紛争当事国の応訴義務（obligation de recourir 
















　外務省編『日本外交文書・海牙萬國平和会議』では，la société des 
nations civilisées　が「文明国団」となっているが，ビュイッソン
は，後年１９１８年１月３１ 日の「私立社会科学コレージュ（College Libre 
des Sciences Sociales）」における講演の中で，「国際連盟（la société des 
nations）」という語はフランス起源のものであり，それを１８９９年以後導
入したのはハーグ平和会議フランス代表のブルジョワであったこと，「国











　　Animés de la ferme volonté de concourir au maintien de la paix générale;Résolus 
à favoriser de tous leurs efforts le règlement amiable des conflits internationaux;
Reconnaissant la solidarité qui unit les membres de la société des nations civilisées; 
Voulant étendre l’empire du droit et fortifier le sentiment de la justice internationale; 
Convaincus que l’institution permanente d’une juridiction arbitrale, accessible à 
tous,au sein des Puissances indépendantes peut contribuer efficacement à ce résultat; 
Considérant les avantages d’une organisation générale et régulière de la procedure 
arbitrale; Estimant avec l’Auguste Initiateur de la Conférence internationale de la Paix 
qu’ilimporte de consacrer dans un accord international les principes d’équité et de droit 
sur lesquels reposent la sécurité des États et le bien-être des Peuples;…….





































































































































































　「１９０７年の論争」（第２回ハーグ会議に関する Ernest LEMONON の著
作の序文），及び調停議員団主催の会合における演説である「法の支配」
（１９０７年１１月１４日）では，「１９０７年には法の支配が全世界に拡大した」
⒃　C.Nicault,Léon Bourgeois, militant de la Paix(１８９９-１９１８),dans A.Niess et M.Vaïsse, 
Éditions Dominique Guénot,２００６,p.６０.n.５５.





















































































































































































































　L.Bourgeois, Le Pacte de １９１９ et la Société des Nations, Bibliothèque-Charpentier,
１９１９,p.２０.
　S.G.Blair, Les origines en France de la SDN. Léon Bourgeois et la comission 






























































































































































































































































　Le Pacte de １９１９ et la Société des Nations,p.８８.
























































































































































































































































































































































































































































































































obligatoire de la juridiction），２. 裁判所の訴求的権限，３. 拿捕問題に関す
る裁判所の権限，４．自国籍裁判官の問題，５. 裁判所と連盟との関係，６. 裁






に判決を下す。a. 条約の解釈，b. 国際法の全て，c. 国際的取り決めがな
された場合，それの侵害となる全ての事態，d. 国際的取り決めの破棄に
よる賠償の性質又は範囲，e. 裁判所が下した判決の解釈，である。
　委員会は，裁判所は当事国の特別の協定なしに判決を下す権限を持つ
と合意する。この当事国の合意は，国際連盟によって審議される一般的
協定によって認められるものだからである。
　しかし，強制管轄権は，国際連盟規約第１２条，第１３条に抵触する。そ
こで，理事会は，紛争当事国が紛争解決のために司法的解決または仲裁
裁判に訴えるか，常任理事会に訴えるかという選択肢を持つと言う原理
を踏まえた上で，委員会案を修正する。ブルジョワは，強制管轄権は正
当なものであるとして，常任理事会が近い将来この問題を検討すること
を要求する。そして，総会においていずれ連盟規約の改正が行われるこ
との希望を表明している。
　この後，１１月の国際連盟総会で加盟国からの質問を受けた後，さらに
委員会の中に設けられた小委員会で審議が行われ，そこでも，強制管轄
権の賛成派と慎重派で議論が行われる。この時反対派の先頭に立ったの
がイギリス代表の R. セシルであった。セシルは，早急に進めないよう
要請し，強制管轄権を拡張することは裁判所自体の存立を危険にさらす
と警告する。こうして小委員会報告を承けて，修正が重ねられ，１２月の
総会に報告される。
　１２月１３日の第１回国際連盟総会における報告で，ブルジョワは次のよ
うに述べる。
　先ず，法律家委員会は２回のハーグ平和会議での達成を承けて，常設
国際司法裁判所設置案を考えたこと，常任理事会は委員会草案にある強
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制管轄権に関して修正を加えて承認したこと等が述べられた上で，次の
ように提案が説明される。
　この常設司法裁判所は絶対的独立性を持つこと，連盟はこれを構成
し，規約を制定するものであることを先ず述べつつ，「私が発言するのは，
強制管轄権の大義を防衛する最古参の一人としてである」と言う。
　そして，バルフォアが英国代表として，英国という大国の利害を押し
付けるものではないと発言したことに触れて，自分もフランス代表とし
て語るが，国際的正義の大義のために語るのだと言う。
　そして，強制的管轄権は，決して「後退」ではなく，ハーグ平和会議
で実現を見なかったものの，３２カ国が賛意を表明していたものであるこ
と，それにもかかわらず国家の「重要利害」条項の留保を受け入れざる
を得なかったものだと述べる。そのうえで，連盟規約の前文の精神は「国
家が戦争に訴える権利を持つ以前に，紛争がいかなるものであれ，国家
は紛争の平和的解決の試みを受け入れる義務を負う」ということだと
する。確かにサンクションはそこでは欠落しているが「絶対的原理は確
立されている」とブルジョワは言う。もちろん，裁判に訴える義務は，
常任理事会，仲裁，当事者の意志によって構成される仲裁，常設裁判所
への訴えと多様であるが，紛争の平和的解決は義務づけられている。し
かも限られていても裁判所に訴える義務は幾つかの領域で導入されてい
るのであって，司法的解決への信頼は高まっている。
　こうしてブルジョワは「強制管轄の大義を進めるものは，この正義の
機能への諸国家の信頼である」と言う。しかし，ここにこだわれば，裁
判所の創設が遅れてしまうことになる。規約の修正のために１年遅れれば，
連盟の試みの非効率性が批判されることになる。それよりも，裁判所を
　Ibid.,p.２０２.
　Ibid.,p.２０４.
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設置し，それを機能させる方がよいので，裁判所設置に満場一致で賛同
してほしいというのがブルジョワの訴えであった。
　もちろん，ブルジョワの観点からすれば，常設国際司法裁判所は不完
全なものである。それには「必要な制裁が欠けて」いる。制裁が欠けて
いる限り，常にそれは不完全であろうが，目下のところは期待された結
果に適うものであろう。　
　かくして，ここでもブルジョワにおける常設国際司法裁判所の強制管
轄権の実現から国際軍創設の展望は挫折することになった。
 １９２１年１月２４日の上院外交委員会における，かなり長い報告「１９２０年に
おける理事会と総会の仕事の歴史」のなかで，先にも触れたように，国
際連盟規約作成に関わるウィルソンへの批判を述べ，国際連盟の軍事行
動の真に強力な組織の創設にウィルソンが反対したことに言及する。そ
して，常設国際司法裁判所については，「国際連盟の基礎そのものと考
えてきたのに」，裁判所の判決の執行手段については常設国際司法裁判
所規定には盛り込まれなかったことに注意を促す。
　「もちろん，私はこの創造物に国際連盟の事業のまさに完成を見るも
のであるが，ほんとうの国際正義の制度の実践的条件はどのようなもの
だろうか。
　これまでわれわれには軍事的制裁は拒否されてきた。軍事的制裁を要
求するのが諸政府であれば，政治的情念に引きずられる懸念があるとい
うのである。しかし，裁判所によって判決が下されれば，それを執行さ
せる手段を見つけなければならないだろう。
　判決の執行が，規約のなかに書き込もうとされなかった制裁を必要と
することは認めなければならない。公的権力が判決を執行する手段を持
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たないところに裁判はありえないのである」。
　そして，国際連盟理事会が，強制管轄権を認めなかったことに不満を
述べている。ブルジョワは，後にもウィルソン及びセシルとの確執に言
及して「世界において国際的軍なしには，平和はありない」と主張し
続ける。
　このような事情もあって，国家間紛争解決と相補的な関係にある，経
済・保健衛生の国際的連帯の強化と「知的協力委員会」の活動が重要に
なってくる。
　ブルジョワは，「連盟の第二の役割」を「組織に関する行動」と呼ぶ。
　
「われわれのこの領域における主導的考え方は，国際連盟のような機関
に，国際平和を維持するために介入し，ある場合には管理する権力を与
えることが良いことであるとしても，このミッションはサービスの交換
によって構成される共通利益の，現実に，実践的に可能な国際生活が存
在しなければ，効果はないだろう，ということである。政治的または法
的な国際組織は，全体に対して本当に国際生活を与える共通利益の現実
的基礎にのみ依拠しうるのである」。
　そこで，諸国家間の共通利益を創出し，結合し共生することに馴染ま
せなければならない。幾つかの国家的利害を整序し，相互に均衡し充足
した全体において連帯させなければならない。国際的紐帯の現実の力は，
このような利益の組織にあるというのである。
　そして，ブルジョワは保健衛生，労働，交通及び通過，金融・経済の
　Ibid.,p.６６.
　Ibid.,p.１５３.
　Ibid.,p.５９.
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領域における国際組織の設立と，国際連盟の枠組みへ組み込む必要を訴
えている。
　「幾つかの諸国家の諸利益を相互に衡平な譲歩に連携させ，幾つかの
サービスの交換に連携させれば，また，これら諸国家の諸利益を均衡の
とれた相互に満足の行く全体において連帯させれば，これら結びついた
諸利益は，野心的で暴力的な政府から発する断絶の誘惑に対して自ずと
抵抗するであろう。この断絶は，この共通組織において結合した国家間
で確立された金融的経済的均衡を混乱させ，同時に全国家を傷つけるだ
ろう。国家はかれらの合意を引き締め，あらゆる攻撃から自衛するため
に結びつきを引き締めるだろう。国際的紐帯の現実の力はこのような利
益の組織化にあるのである。これが国際生活の揺るぎない基層なのであ
る」。
　最後に１９２１年９月に誕生した「知的協力委員会」の設置においても，
ブルジョワは設置促進の役割を果たしたが，ブルジョワの健康状態の悪
化により，１９２３年２月１４日に上院議長を退任し，国際連盟に関わる活動も，
ジュネーヴ平和議定書（国際紛争平和的処理議定書）策定には関与でき
ず，１９２５年９月２９日死去することになる。
＊
 以上，第１回ハーグ平和会議以来のブルジョワの国際連盟構想を見てき
た。
　「平和に燃えた愛国者」ブルジョワの国際連盟構想は，ドイツの封じ
　Ibid.,p.６０.
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込めを意図したもので，そこには対独融和的な平和主義はない。ブルジョ
ワの構想をどのように位置づけるかについて，この時期の政治家や国際
法学者の構想と同様ユートピアニズム対リアリズムといった単純な割り
切り方には慎重でなければならないということを前提にして言えば，「司
法的で，…武装した国際連盟」の構想は挫折せざるをえなかったとしても，
主権国家の現実性と国際的連帯に基づく平和の希求との狭間において平
和の条件を追求しようとした苦闘には今尚汲み取るものがあるだろう。
　そして，今日の時点から捉え返せば，S. オーディエのように，ブルジョ
ワの国際連帯主義と国際連盟構想に J. ハーバマスの国際立憲主義構想
や D. ヘルドのグローバル民主政の先駆を見ることも不可能ではないよ
うに思われる。
　ここで「国際立憲主義」は国際社会において「法の支配」を確立しよ
うとする志向，法強制権力を確立しようとする志向を意味するとすれば，ブ
ルジョワは国際立憲主義者である。もちろん，国際立憲主義は通常カン
トに結びつけられるが，ブルジョワの構想はカントの構想とは異なる。
カントの場合は，国家の共和主義化と常備軍の廃止が永久平和の基本的
条件で，国家間連合を補うものとして世界市民法が構想される。ブル
ジョワの場合は，主権国家の連合としての国際連盟は，司法的紛争解決
と国際軍による制裁手段を備えるべきもので，これを相互補完するもの
は，国際的連帯であった。
　また，本稿では十分に扱うことができなかったブルジョワの国際連帯
構想をヘルドのコスモポリタン的社会民主政に引き寄せて捉えることも
不可能ではないかもしれないが，ブルジョワの国際連盟構想が文明化の
使命論に基づき文明国をメンバーとする構想であるという限界があった
ことは踏まえないといけないであろう。
　最上敏樹『国際立憲主義の時代』（岩波書店，２００７年）参照。
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　いずれにしても，ブルジョワの国際連盟構想は，ほとんど忘れ去られ
てきた感があるだけに，今なお想起されてよい内容を有しているように
思われる。
結びにかえて
　本稿では，ブルジョワの社会連帯論，共和国像，国際連盟構想の復元
に務めてきた。ここでは，その全体を再度要約する紙幅はもはやないの
で，彼の思想のアクチュアリティに関わるテーマについてだけまとめて
おこう。
　先ず，「第一章　レオン・ブルジョワの社会連帯論」で，新カント派
との論争において見たように，社会連帯論における「共通善」としての
正義概念をどのように基礎付けるかという問題，あるいはロールズの格
差原理との対比において見たように，財の配分に関わる正義をどのよう
に再定義するかという問題は今日でも解決を見ていないテーマである。
次に，「第二章　レオン・ブルジョワの共和国」において見た「知の共
和国・非宗教的共和国・社会的共和国」の構想は，フランス共和主義と
共和国モデルをどのようにとらえるかという点において，「永遠にジャ
コバン的なフランス共和主義」像に再考を促すものであり，J.-F. スピッ
ツが試みているように今日の新共和主義の観点から読み直すこともでき
るであろう。そして「第三章　レオン・ブルジョワの国際連帯論と国際
連盟構想」で見てきたように，国際連帯主義に基づく「司法的で，厳格
で，強力で武装した国際連盟」の構想は実現することはなかったけれども，
今日における国際連合の非機能と改革の必要性を国際立憲主義のテーマ
系から考えるにあたり，未だ意義を失っていないであろう。
　とはいえ，ブルジョワを嚆矢とした連帯思想が壁に突き当たっている
ことにも注意しておきたい。今日では，連帯主義が促進した福祉国家が，
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見知らぬ他人との「非人称の連帯」を確立するとともに，人称的紐帯
を弛緩させて「個人化」も促進し，逆説的にも福祉国家の基礎を揺るが
すことになっているという事実は否定できない。個人化そのものは否認
される必要はないが，市場経済化と新自由主義の拡張とともに自己責任
論，リスクの個人化と結びつくときには，連帯の基礎を揺るがすことに
なるからである。
　フランスでは，２１世紀になって，社会保障政策が社会参入最低所得保
障（RMI）から積極的連帯所得（RSA）へと，アクティベーション，さ
らにワークフェア的なものへと展開し，ある意味で，新自由主義的合意
が確立されてきた感があると同時に，ナショナル・アイデンティティの
再強化によって共和国モデルがイスラム系移民の排除原理として機能し
ているのではないかという問題も生じている。このような状況の中で，
連帯論の再構築は大きい課題となっている。これらについて，この分野
の代表者の一人である S. ポーガムは，次のように言う。
　「連帯を再考することは，社会問題の変容のカタログを作り，われわ
れが愛着をもつ連帯の道徳原理を，今日の社会生活が展開している諸条
件と可能な限り近づける手段を探求することに等しい。連帯のドクトリ
ンは，今日その倫理的基礎において問題にされることはない。しかし，
現代社会の変容は，この連帯のドクトリンが今日の現実と最大限調和的
になるようにするために，必要な改革について反省することを意味して
いる。」
　いずれにしても，グローバリゼーションが比べようもなく発展した今
　齋藤純一「社会的連帯の理由をめぐって」（齋藤純一編『福祉国家 / 社会的
連帯の理由』，ミネルヴァ書房，２００４年），２７５頁。
　S.Paugam,Repenser la solidarité,PUF,２００７,p.２５.
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日，国民レベルでも国際レベルでも連帯を再構築し，正義の実現がどの
ようにして可能なのかは，問い続ける必要のあるテーマであることは間
違いないであろうが，ポーガムたち，フランスの現代の社会連帯論から
何を汲み取るかは，他日別の機会に行うことにしたい。

